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仕 様 書 

 

１ 業務名 

  令和８年度(2026年度)「伐採状況把握ＡＩモデル構築実証」委託業務 

 

２ 業務概要 

本業務は、衛星画像等のリモートセンシングデータとＡＩ解析技術を活用し、短期間隔で伐採跡

地の自動抽出を可能とするＡＩモデルを構築するための実証を行うものである。研究段階における

最高精度の追求を目的とするものではなく、行政実務において継続的に利用可能な実用的ＡＩモデ

ルの構築を目的とするものである。このため、単年度の解析結果の取得にとどまらず、将来的に精

度向上を図ることを前提とした再学習可能なＡＩモデルを構築するものである。 

また、本業務では、道内の気候条件、樹種等の地域差を考慮したモデル構築を行うとともに、現

地確認調査との比較検証を通じて、解析精度の把握及び改善を行う。 

なお、アルゴリズム、モデル構成、学習方法等については企画提案者の知見を活かした提案を基

本とするが、本業務の目的を踏まえ、将来的な行政運用を想定した実用性及び継続性を考慮した構

成とする。 

 

【ＡＩモデルの定義】 

本業務において「ＡＩモデル」とは、中解像度の衛星画像等のリモートセンシングデータを解析

し、森林の状態（伐採状況等）を自動的に判別・抽出するために構築されたディープラーニングや

機械学習のアルゴリズム及びその学習済みパラメータであり、それを動作させるために必要な学習

用データ（教師データ）、処理手順、設定情報等を含む一連の解析機能をいう。 

本業務において構築するＡＩモデルには、次の要素を含むものとする。 

・衛星画像等を入力データとして解析を行うディープラーニングや機械学習のアルゴリズム 

・モデル構築に使用した学習用データ 

・データ前処理及び特徴量生成の処理手順 

・モデル推論の実行手順 

・再学習に必要な設定情報及び手順 

 

３ 業務内容 

(1) 伐採状況の把握 

  ア 実証地域・規模 

・渡島檜山、後志胆振、十勝、釧路根室の道内４計画区で実証する。 

・道内の異なる気候、地形、樹種構成等を踏まえたモデル構築を目的としているため、実証箇

所は地域特性を十分に反映できるように設定する。 

・各計画区の実証範囲は、地域特性を反映できるように設定する。 

（道としては概ね数千 ha/計画区を超えることを想定） 

・各地域の現地調査の状況確認は企画提案者が実施する。調査箇所数は解析精度の検証及びモ

デル構築に必要な合理的範囲とし、確認地点の配置は、樹種構成、地形条件等を考慮し、効

率的かつ効果的に精度検証ができるように設定する。 

※これらの規模は目安であり、目的達成に必要な具体的な規模は企画提案者が設計するものと

する。 

 

イ 道からの提供可能データ 

下記のデータは、学習用データ整備や解析検証への活用を想定して提供することが可能であ 

る。 

 

・道水産林務部保有の衛星画像等（過年度取得分） 
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衛星種別 ：GeoEye-1、WorldView-2、WorldView-3、Pleiades１Aなど 

解像度  ：センサー精度 50cm未満の解像度など 

雲量   ：概ね 10％以内 

画像種類 ：オルソ化済みの画像であり、GeoTIFF圧縮形式及びワールドファイル（TFW形

式） 

データ単位：1/5,000の各図郭単位が基本 

バンド数 ：４バンド（R・G・B・NIR）16ビット 

      ３バンド（R・G・B）８ビット（※令和７年度のみ） 

 渡島檜山 後志胆振 十勝 釧根 

取得年度・ 

使用許諾元 

令和６年度 

令和５年度 
令和３年度 

令和３年度 

令和４年度 

令和７年度 

令和元年度 

AIRBUS 

Vantorほか 
Vantor Vantor Vantorほか 

取得済み面積 
151km2 

1,433km2 
3,631km2 

1,080km2 

1,176km2 

4,156km2 

804km2 

・国土地理院の空中写真（令和元年度 渡島檜山地区:7,114km） 

・国土地理院の航空レーザ測量成果  

・森林調査簿、既存の調査データ等の基礎資料 

・伐採届出情報（伐採区域、伐採時期等の情報） 

※解析結果との比較検証や学習用データ整備への活用を想定 

なお、予算の範囲内において企画提案者が独自に保有するデータや新たに取得するデータと

の組み合わせによる活用も可能とする。 

ただし、継続性の観点から、過度に高価なデータ・入手困難なデータの使用は避けること。 

また、本業務で提供可能データの使用を希望する際、第三者が権利を有するものが含まれる

か確認の上で、企画提案者の負担と責任において、一切の手続きを企画提案者が行い、本業

務において使用すること。 

※提供する衛星画像のうち Vantor社のものについては、利用規約により機械学習への利用が認

められていない可能性がある。機械学習への利用が認められていないデータについては、Ａ

Ｉモデルの学習には使用せず、構築済みＡＩモデルを適用した推論又は解析結果の検証用途

として使用するものとする。 

 なお、これら以外の提供する衛星画像についても、委託契約後に企画提案者において、利用

規約により機械学習への利用が認められていることを必ず確認すること。 

※道としては、機械学習への利用が認められる衛星画像を今後調達しながら、随時再学習して

いくことを想定している。 

 

  ウ 実証の進め方（段階的実施） 

    本実証は、ＡＩ解析技術の適用可能性及び実用性を確認することを目的としていることか

ら、業務開始時から広域を対象とした解析を実施するのではなく、段階的に実証を実施するも

のとする。 

第１段階では、限定的な範囲において学習用データの整備、解析手法の検討及びＡＩモデル

の初期構築を実施し、解析精度や技術的課題等を整理する。 

その結果を踏まえ、中間報告を実施し、道と企画提案者で解析手法、学習用データ設計、実

証範囲等の方向性について協議する。 

第２段階では、中間報告での協議結果を踏まえて、必要に応じて実証範囲を拡大し、ＡＩモ 

デルの改良及び精度検証を図るとともに、行政業務での運用可能性の検討を行う。 

また、本実証により構築するＡＩモデルは、衛星画像等のリモートセンシングデータを基に

統計的手法により推定を行うものであり、解析結果は将来的な行政運用において参考情報とし

て利用するものとする。そのため、解析結果は行政判断を補助する情報として活用するもので

あり、樹種分布又は被害状況を確定的に判断するものではなく、解析結果の活用にあたって
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は、必要に応じて現地確認等により確認を行うことを前提とする。 

エ 実証内容 

本実証においては、伐採状況把握ＡＩモデルの構築を目的として、次の実証に取り組むこと。 

なお、本実証は研究的な最高精度の追求を目的とするものではなく、伐採（0.5ha程度以下を

想定）が行われた時点から１ヶ月程度以内に当該伐採を検出できることを目標とし、行政実務

において運用可能性の確認及び精度向上を図っていくためのモデル構築するものである。 

また、将来的には、より小面積の伐採をより短期間で検出できることを目標とする。 

(ｱ) 学習用データ（教師データ）の整備 

本業務において「伐採」とは、衛星画像等において森林の被覆状態に変化が生じる施業を

指すものとし、皆伐を基本とするが、必要に応じて部分伐採等も解析対象として扱うことを

想定する。 

衛星画像等の解析に必要となる学習用データについては、皆伐地、部分伐採地、伐採後の

更新地、未伐採地、土地の形質の変更（転用）等の多様な状態を反映したデータを整備す

る。 

また、伐採地の判別精度向上を図るため、非伐採林分である草地、農地、裸地等の伐採以

外の状態を示すデータについても学習用データとして整備する。 

なお、学習用データの作成にあたっては、上記イで示した既存の森林調査資料や現地確認

結果、衛星画像及び航空レーザ成果等を活用しつつ、効率的かつ精度の高いアノテーション

を実施する。 

ただし、学習に使用するデータについては、当該データの利用規約を遵守するものとし、

機械学習への利用が許可されているデータを使用すること。 

また、アノテーション作業におけるラベリング基準を明確に定めるものとともに、複数人

での確認等により品質管理を徹底し、学習用データの信頼性を確保する。さらに、学習用デー

タの作成方法、確認手順、品質管理方法について整理すること。 

(ｲ) 解析項目の選定及びＡＩモデル構築 

衛星画像等の多波長情報、植生指数、地形情報、樹高情報及び衛星画像の時系列変化情報

等の各種データを活用し、森林の状態変化（伐採前後の変化等）の判別に有効と考えられる

解析項目（特徴量）の選定及び活用方法を整理する。 

また、使用する衛星画像の解像度等を踏まえ、ＡＩ解析により検出可能な伐採地の最小面

積（最小検出単位）について整理するとともに、検出可能な条件や限界について整理する。 

その上で、選定した解析項目を用いてＡＩモデルを構築し、地域特性を踏まえたディープ

ラーニングなどの判別アルゴリズムを作成すること。さらに、汎用性を高めるため、令和８

年度実証地域のみに適用されるモデルとならないよう、道内の複数地域で適用可能な構成と

する。 

なお、使用する判別アルゴリズム、学習・解析手法、モデル構成については企画提案者の

知見に基づき提案するものとする。 

(ｳ) 精度検証及びモデル改善 

解析精度の目標を設定した上で、解析結果と現地確認調査結果及び既存の伐採届出情報、

時系列画像の変化状況等を比較・照合し、解析精度の評価を行う（委託者としては適合率・

再現率ともに 6割以上を想定）。精度の評価にあたっては、一律の数値目標だけでなく、「実

務上の重要度が高い対象（例：0.5ha以上の面積での伐採）」に重み付けを行った評価指標を

提案し、道と協議の上で決定すること。 

解析の実施にあたっては、解析結果の検証、ＡＩモデルの再学習及び将来的な行政運用を

見据え、同一条件において再現可能となるように、解析に使用した衛星画像、学習用デー

タ、解析日時、使用したＡＩモデル及び解析条件等を記録し、解析履歴として整理する。 

なお、評価にあたっては、適合率、再現率等の指標を用いて精度評価を行い、判別傾向及 

び誤判別の要因を整理する。地域間や季節間での精度差がある場合には、評価内容や解析精

度に影響を与える要因（林相、季節条件、衛星画像の解像度等）を整理し、適用条件や限界

を明確にしつつ、誤判別が発生する場合には、その条件について行政実務での利用を想定
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し、留意事項として整理するものとする。  

また、評価結果を踏まえ、必要に応じて再学習やアルゴリズムの調整を実施し、段階的な

精度向上を図る。 

さらに、異なる年度の衛星画像等データを用いて学習（例：令和５年）と検証（例：令和

６年）を繰り返し、ＡＩモデルが年度を跨いでも安定して高精度で予測できるかを評価し、

精度が低下した場合には、再学習やアルゴリズムの調整などの改善策を実施し、精度向上を

図る。 

(ｴ) 解析頻度及び更新方法の検討 

伐採状況の把握については、将来的な行政利用を想定し、衛星画像の取得周期や解析処理

負荷等を踏まえ、解析の実施頻度及び更新方法を検討する。 

また、解析頻度と検出精度、運用コスト等の関係を整理し、継続的な監視に適した運用方

法を提案する。 

(ｵ) 運用を見据えた成果整理 

ＡＩによる解析結果の行政利用にあたっては、森林内での伐採状況把握のためのスクリー

ニング情報として活用することを基本とし、解析結果のみをもって伐採等を確定するもので

はなく、必要に応じて現地確認等を行い行政判断するものとする。 

伐採地の解析結果について、行政実務で活用可能な形式（ＧＩＳデータ等）で整理するこ

と。 

また、伐採届情報との比較等を通じて、行政実務における伐採状況確認への活用可能性に

ついて整理する。 

なお、ＡＩモデルの仕様概要、再学習の方法、適用条件及び運用上の留意事項を整理し、 

将来的な道内展開及び継続利用を見据えた整理を行う。 

  

(2) 情報セキュリティ及び利用環境 

本業務において、ＡＩ解析を実施する際には、道の情報セキュリティ方針及び利用環境を踏ま 

えること。 

ア クラウドサービスを活用する場合は、政府の情報システムのためのセキュリティ評価制度 

（ISMAP）への登録があること 

イ 北海道セキュリティポリシー、北海道セキュリティ対策基準、個人情報の保護に関する法律 

（平成 15 年法律第 57 号）及びその他の関連法令等を遵守すること。これらの法令等に抵触 

する行為または事象が発生した場合や、そのようなおそれがある場合は、道に報告し、その指 

示のもと速やかに対応すること。 

ウ 本サービスを提供する施設等は、国内に所在地を置き、必要なセキュリティ及び災害対策等 

の措置がとられていること。  

エ 本サービスの適用法律は日本国内法が適用されること。また、管轄裁判所は日本国内法の裁 

判所であること。 

オ 本実証における、データの取扱いにあたっては、アクセス管理、データの保全、情報漏えい 

防止等の観点から適切な情報セキュリティ対策を講じるものとし、その管理方法について整理 

する。 

カ ＡＩモデルの学習・推論に必要な計算環境については、企画提案者が業務遂行に適した環境

を整備すること。 

 なお、道が解析結果を確認・利用するための環境は以下を想定する。ただし、解析結果の確

認・利用に際して追加の環境整備が必要な場合は、その内容を提案に含めること。 

OS   ：Microsoft Windows 11 

※最新の Windows Service Pack および http://www.microsoft.com/japan/security

からダウンロードできる重要な更新が必要 

  CPU  ：Core-i3相当以上 

メモリ：4GB以上 

必要なハード ディスク空き領域 : 5GB以上 
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ディスプレイ：解像度 1280 × 700 以上/ 256 色以上  

その他：Microsoft Office 2024 

キ ネットワーク上でＡＩモデルを運用する場合は、道専用の領域を作成し、サービス提供事業

者でもデータへのアクセスが制限されること 

 

(3) ＡＩモデルの設計 

ア 上記(1)（2）で作成するＡＩモデルは１つ若しくは複数であっても、将来的に双方の連携が 

図られるよう設計し、将来的な継続利用を想定し、ＡＩモデルの納品後にも将来的に新たな学

習用データを追加することにより再学習が可能な構造とすること。 

イ 道又は本業務の契約締結後の受託者以外の者によってもＡＩモデルの改良が可能となるよう

にすること。 

ウ 完成したＡＩモデルは道に成果品として納品し、道が自ら解析可能となるように運用環境や 

手順を整理すること。 

エ ＡＩモデルの動作環境を明確にするとともに、過度に高度な機器に依存しないようにするこ 

と。 

オ 本実証において取得又は作成するデータ（衛星画像、学習用データ、解析結果データ等）に

ついては、将来的な行政利用及びＡＩモデルの再学習を想定し、データの保管、バックアッ

プ、共有方法等の管理方法を整理する。 

カ ＡＩモデル等の使用に使用料を要する場合は、委託期間中の使用料は本業務の委託料に含め

るものとし、道に納品後に必要となる使用料等の費用については、品目と所要額を詳細を提案

すること。  

キ 本実証で構築するＡＩモデルは、ベンダーロックイン状態になることを避けるため、アルゴ

リズム選定理由、ネットワーク構造、学習時パラメータ、重み係数などを納品できるよう設計

すること。  

ク 設計にあたっては、企画提案者が作業着手以前から所有する既存資産を組み合わせて設計す

ることを可能とし、その場合は、既存資産と、本業務で構築する技術を区分けして示すこと。 

なお、既存資産については内部情報を公開することは求めないが、処理の概要や、他の実装

との連携方法（アプリケーションインターフェース等）は明確にすること。 

また、既存資産を本実証で構築するＡＩモデルで利用する際にライセンス料支払いなどの付

帯条件を設けないこと。 

  ケ 本業務で開発するＡＩモデルを将来的に運用する際に必要となる経費等（項目、想定金額） 

を明らかにすること。 

 

(4) システム化の構想検討 

ア 本実証の成果を踏まえ、各種届出内容との連携チェックや森林計画制度の市町村事務の DXな

ども見据えて、将来的なシステム化及び全道展開に向け操作性向上や運用方法等について整理

すること。 

イ システム化に必要な構想と想定工数、運用環境等を検討すること。 

 

４ 中間報告 

企画提案者は、業務の途中段階において、中間報告を１回実施する。企画提案者は、第１段階の

実証（学習用データの整備及びＡＩモデルの 初期構築）が完了した段階で、速やかに中間報告を実

施すること。なお、実施時期については企画提案者の知見を活かして提案すること（道としては契

約締結後４か月以内を想定）。 

中間報告では、次の項目のとおり実証の進捗状況及び解析結果を整理し、道と企画提案者で協議

の上、その後の実証内容及び解析方針を整理する。その結果、解析手法や実証範囲、学習用データ

整備等について見直すことができるものとする。 

・学習用データの整備状況 

・解析手法及びＡＩモデルの構成 
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・初期解析結果及び精度評価 

・誤判別要因の分析 

・今後の実証範囲及び解析手法の方向性 

 

５ 成果品 

本業務終了後、３(1)～(4)の成果を取りまとめ、次に示す成果品を指定数提出すること。 

(1) 解析報告書（Ａ４版縦・紙媒体） ２部 

ア 実証概要 

（記載内容例：実証地域、対象面積、使用データ、解析手法の概要） 

イ 学習用データ及びモデル構築の内容 

（記載内容例：学習用データ整備方法、解析項目の選定理由、モデル構成の概要） 

ウ 精度検証結果 

（記載内容例：現地確認結果との比較、計画区別の精度指標（適合率、再現率等）の結果） 

エ 誤判別傾向の分析 

（記載内容例：誤検出・見逃しの傾向及びその要因を分析し、改善の方向性） 

オ モデルの適用条件及び限界、動作環境 

（記載内容例：適用可能な条件、適用が困難な条件、留意事項、動作環境） 

カ 将来的な展開に向けた整理 

（記載内容例：道内展開に向けた課題、翌年度以降のモデル改良、必要な追加データ） 

キ 行政実務への活用可能性（システム化構想を含む） 

（記載内容例：道内展開の基礎資料として活用可能性、将来のシステム化） 

(2) ＡＩモデル操作説明書（Ａ４版縦・紙媒体） ２部 

(3) 電子データ（ＳＳＤ等の外部記録媒体保存のうえ納品） 一式 

ア 解析報告書（Ｗｏｒｄ形式及びＰＤＦ形式） 

イ ＡＩモデル操作説明書（Ｗｏｒｄ形式及びＰＤＦ形式） 

ウ 解析結果データ 

(ｱ) 解析箇所一覧データ（Ｅｘｃｅｌ形式） 

(ｲ) 解析結果(ｔｉｆ形式及びＰＤＦ形式等）  

※市町村別に作成すること 

(ｳ) 解析結果変換データ（ＧｅｏＰａｃｋａｇｅ形式又はｓｈｐ形式等） 

  エ 学習用データ（学習用アノテーション後） 

(ｱ) アノテーション済み学習用データ（形式・座標系等を明記） 

(ｲ) アノテーション基準書（ラベリング定義・品質管理記録等を含む） 

(ｳ) データセット構成説明書（データ数・計画区別内訳等） 

  オ ＡＩモデル 

(ｱ) 学習済みモデルファイル（重みファイルを含む） 

(ｲ) モデルの動作に必要な設定ファイル及び依存ライブラリ一覧 

(ｳ) 推論実行手順書（環境構築手順を含む） 

(ｴ) 再学習手順書（学習用データの追加方法を含む） 

(ｵ) 動作検証記録 

 

６ 本業務に係る著作権等 

(1) 本業務で設計・開発・構築するもの又は使用する物品等に第三者が権利を有するものが含まれ

る場合、企画提案者（再委託先含む）の負担と責任において、本業務において使用すること、成

果品を道に納品し使用することについて、一切の手続きを行うこと。 

(2) 本業務において作成するすべての成果品（学習用データ、ＡＩモデルを含む。以下「納品物」

という。）の著作権（著作権法第 21条から第 28条及び第 47条の３に定める全ての権利を含む。）

及び所有権は、無償で道に譲渡するものとする。 

なお、企画提案者が本契約締結前から保有する既存資産に関する権利は、納品物に利用又は組
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み込まれた場合であっても、企画提案者に留保されるものとする。ただし、道は、納品物の利

用、保守、検証、更新及び改良に必要な範囲で、当該既存資産を無償で利用できるものとする。 

(3) 企画提案者は、道の書面による事前承諾なく、納品物をそのままの状態で第三者に提供し、販

売し、又は自己の業務に利用してはならない。ただし、企画提案者は、納品物そのものを利用し

ない限り、本業務の遂行を通じて得られた一般的な知見、ノウハウ及び技術を自らの業務に利用

することができる。 

なお、道の機密情報及び道が所有する学習用データを利用しない限り、既存資産及び前記知

見、ノウハウ、技術を他の業務に利用することができる。 

(4) パラメータの調整・最適化のみを行ったものは納品物と同様なものとみなし、6(3)と同様の制

限を適用する。 

ただし、企画提案者が本契約締結前から保有する既存資産に対する調整・最適化であって、道

から提供された学習用データ、その他道固有のデータに依拠しないものについては、この限りで

ない。 

また、既存資産に対する軽微な修正、設定変更、閾値調整、推論条件の変更その他これらに類

する変更であって、道固有のデータに依拠しないものについても、同様とする。 

(5) 企画提案者が納品物の学習用データと同等なものを利用したい場合については、第三者が権利

を有するものが含まれるか確認の上で、企画提案者の負担と責任において、一切の手続きを企画

提案者が行うこと。それらが整理できた場合には、新たな学習用データを追加した上で再学習を

行った派生物は企画提案者が自由に利用できるものとする。なお、道に納品された成果物である

ＡＩモデルに対して道又は道が業務を依頼する者において、新たに再学習を行うことが可能と

し、再学習後のＡＩモデルについては、道が自由に利用できるものとする。 

(6) 6(5)の「新たな学習用データを追加した上で再学習を行った派生物」には、追加学習、ファイ

ンチューニング、再構成その他実質的な性能改善を目的とする学習又は調整を施したものを含む

ものとする。 

(7) 企画提案者は、本業務により作成する成果品に関し、著作者人格権を永続的に行使しないもの

とする。ただし、企画提案者が本契約締結前から保有する既存資産に関する権利については、こ

の限りでない。 

 


